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Ⅰ．大気汚染防止法の改正による
規制強化の概要（石綿）



・ 建築物又は工作物の解体・改造・補修工事（解体等工事）に伴う石綿の飛散を防止するため、受

注者は解体等工事の前に、大防法規制対象の石綿含有建材（特定建築材料）の有無の調査（事

前調査）を行う。

・ 特定建築材料が使用されている場合は、解体等工事の発注者が都道府県等に届出を行った上

で、解体等工事の施工者が作業基準を遵守して除去等を実施。

発注

特定粉じん排出等作業※３

事前調査（特定建築材料※1の使用有無の調査）
（元請又は自主施工者）(第18条の17第1・３項)

事前調査結果・届出内容の発注者への説明（元請)(第18条の17第1項)

特定粉じん排出等作業※3の都道府県知事への
届出（発注者・自主施工者）(第18条の15)

事前調査結果の掲示（元請・自主施工者）(第18条の17第4項)

作業基準※４の遵守（元請）(第18条の18)

解体等工事

特定建築材料（レベル1・2）あり
＝特定工事※２に該当特定建築材料なし

届出義務違反
(第34条第1項第1号)
計画変更命令
(第18条の16)
命令違反
(第33条の2第1項第2号)
作業基準適合命令等
(第18条の19)
命令違反
(第33条の2第1項第2号)

※１ 特定建築材料
：吹付け石綿(レベル１)

石綿含有断熱材、保温材、耐火被覆材(レベル２)2

※３ 特定粉じん排出等作業：特定建築材料が使用されている建築物・工作物の
解体・

改造・補修作業※４ 作業基準：隔離・負圧化、集じん・排気装置の設置、湿潤化、養生等

※２ 特定工事：特定粉じん排出等作業を伴う建設工事

改正前の大気汚染防止法に基づく建築物解体等に伴う石綿飛散防止の規制の概要



建築物等の解体等工事における石綿の飛散を防止するため、全ての石綿含有建材への規制対象の拡大、都道
府県等への事前調査結果報告の義務付け及び作業基準遵守の徹底のための直接罰の創設等、対策を一層強化

＜課題2＞
▼不適切な事前調査による石綿含有建材の見落とし
（見落とされた現場の都道府県等による把握
が困難）

事前調査

・ 作業内容を
都道府県等に届出届出

＜課題3＞
▼短期間の工事の場合、命令を行う前に工事が終
わってしまう

石綿含有建材の除去等作業

○ 一定規模以上等の建築物等について

石綿含有建材の有無にかかわらず調査結果の
都道府県等への報告の義務付け（令和４年４月１日施行）

○ 調査方法を法定化
※ 一定の知見を有する者による書面調査、現地調査等
（令和５年10月１日施行）

○ 調査に関する記録の作成・保存の義務付け

レベル１・２なし

（特定粉じん排出等作業）

現 状 ・ 課 題 主な改正事項

レベル１・２あり

解体等工事

＜課題１＞

規制対象となっていない石綿含有成形板等（レベル３）の
不適切な除去により石綿が飛散

＜規制対象＞

全ての石綿含有建材に拡大
（現状の規制対象の除去作業（約２万件）の5～20倍増）

・ 石綿含有建材の使用の有無を調査
・ 調査結果を発注者に説明

【工事の流れ】

・ 作業基準の遵守義務

→作業基準適合命令等
→命令違反への罰則

○ 隔離等をせずに吹付け石綿等の除去作業を行った場合等

の直接罰の創設
○ 下請負人を作業基準遵守義務の対象に追加

○ 作業結果の発注者への報告の義務付け

○ 作業記録の作成・保存の義務付け
※ 一定の知見を有する者による作業終了の確認

＜課題4＞
▼不適切な作業による石綿含有建材の取り残し

※ レベル３については、相対的に飛散性が低いこと、除去等作業
の件数が膨大となり都道府県等の負担を考慮する必要があるこ
とから、届出対象とはせず、作業基準等の規制の対象とする。

大気汚染防止法の一部を改正する法律（令和２年法律第39号）の概要 （公布日：令和２年６月５日）
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改正後の解体等工事に係る規制概要
※１ 特定建築材料： 吹付け石綿(レベル１)、石綿含有断熱材、保温

材、耐火被覆材(レベル２)、石綿含有成形板等(レベル３)

※２ 特定粉じん排出等作業：特定建築材料が使用されている
建築物・工作物の解体・改造・補修作業

＜凡例＞

青枠：現行制度
赤枠：改正

発注

事前調査（特定建築材料※1の使用有無の調査）（元請又は自主施行者）（第18条の15第1項・第4項）

事前調査結果・届出内容の発注者への説明（元請）（第18条の15第1項）

除去等の措置 ・作業基準の遵守
（元請・ ））（18条の19・18条の20）

事前調査結果の
・記録の作成・保存（元請・自主施工者）（第18条の15第3項・第4項）

・都道府県知事への報告（元請・自主施工者）（第18条の15第６項）

除去等措置違反
第34条第3号

特定粉じん排出等作業の記録の作成・保存
（元請・自主施工者）（第18条の23第1項・第2項）

作業終了後の発注者への報告・報告書面の保存（元請）
（第18条の23第1項）

下請

解体等工事

事前調査結果の掲示（元請・自主施工者）（第18条の15第５項）

都道府県知事への届出
（発注者・自主施工者）
（第18条の17）

特定建築材料（レベル1〜3）あり＝特定工事※2に該当

特定建築材料（レベル1・2）あり

特定建築材料なし

特定建築材料 （レベル3のみ）あり

報告義務違反
虚偽報告
第35条第4号

下請負人への説明（元請）（第18条の16第3項）

届出義務違反
(第34条第1項第1号)
計画変更命令
(第18条の18)

命令違反
(第33条の2第1項第2号)

作業基準適合命令等
(第18条の21)
命令違反
(第33条の2第1項第2号)

特定粉じん排出等作業

除去等の措置



対象の建材（改正後）

レベルの分類 レベル１ レベル２ レベル３

建材の種類 石綿含有吹付け材
石綿含有保温材、
石綿含有耐火被覆材、
石綿含有断熱材

その他の石綿含有建材
（成形板等）

発じん性 著しく高い 高い 比較的低い

使⽤箇所の例

①耐火建築物、準耐火建
築物のはり、柱等の耐
火被覆⽤の吹付け材

②ビルの機械室、ボイラ
室等の天井壁等の吸音、
結露防止⽤の吹付け材

①ボイラ本体、配管等
の保温材として張り
付け

②建築物の柱、はり、
壁等に耐火被覆材と
して張り付け

③屋根⽤折板裏断熱材、
煙突⽤断熱材

①建築物の天井、壁等に石
綿含有成形板、床にビニ
ル床タイル等を張り付け

②屋根材として
石綿スレート

③建築物の内外装の仕上に
⽤いられる仕上塗材
（施工方法を問わない）

主な石綿含有建材特定建築材料

※石綿を意図的に含有させたもの又は
石綿が重量の0.1％を超えるもの

拡大

改正点

令和３年４⽉１⽇施⾏



＜解体等工事に係る調査及び説明等＞
 解体等工事の元請業者は、当該解体等工事が特定工事に該当するか否かについて、設計図

書その他の書面による調査、特定建築材料の有無の目視による調査その他の環境省令で定
める方法による調査を行うとともに、当該解体等工事の発注者に対し、当該調査の結果、
届出対象特定工事※又はそれ以外の特定工事に係る事項等を記載した書面を交付して説明し
なければならない。

（新法第18条の15関係）

 事前調査の方法が規定されました。（新規則第16条の５）
※レベル１・２建材に係る工事

※解体等工事が平成18年９月１日以後に設置の工事に着手した建築物等を解体し、改造し、又は補修す
る作業を伴う建設工事に該当することが設計図書等の書面により明らかである場合は、特定建築材料
の有無の目視による調査は不要です。

石綿なし 石綿あり

③試料採取
分析

石綿なし

②現地
調査

石綿なし 不明

石綿あり
又は含有みなし

石綿含有 石綿非含有

①書面調査

① 設計図書等により新築工事に着手した日、建築材料を確
認します。使用されている建築材料に石綿が使用されて
いるか否か、石綿（アスベスト）含有建材データベース
等を使用した調査を行います。

② 現地で各部屋・部位の網羅的に確認します（書面調査と
の相違等を確認）。書面調査のみで「石綿使用なし」と
判断してはいけません。※

③ 同一材料毎に代表試料を採取・分析し、石綿含有の有無
を判定します。
分析調査は、厚生労働大臣が定める者等（令和2年厚生
労働省令第277号）に依頼して ください。



＜解体等工事に係る調査及び説明等＞
 解体等工事の元請業者は、当該解体等工事が特定工事に該当するか否かについて、設計図

書その他の書面による調査、特定建築材料の有無の目視による調査その他の環境省令で定
める方法による調査を行うとともに、当該解体等工事の発注者に対し、当該調査の結果、
届出対象特定工事※又はそれ以外の特定工事に係る事項等を記載した書面を交付して説明
しなければならない。 （新法第18条の15関係）

＜特定工事の発注者等の配慮等＞
 第十八条の十六 特定工事の発注者は、当該特定工事の元請業者に対し、施工方法、工期、

工事費その他当該特定工事の請負契約に関する事項について、作業基準の遵守を妨げるお
それのある条件を付さないように配慮しなければならない。

 事前調査の結果は、作業開始前（届出対象工事の場合は工事開始前の14
日前まで）に書面で発注者に説明する必要があります。

※レベル１・２建材に係る工事

県・政令市等

事前調査結果
の報告

発注者元請業者

作業実施届出
(届出対象工事の場合)



 特定粉じんを多量に発生する等の原因となる特定建築材料（新令第10条の２）
• 吹付け石綿（いわゆるレベル１建材）
• 石綿を含有する断熱材、保温材及び耐火被覆材（いわゆるレベル２建材）
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＜特定粉じん排出等作業の実施届出＞
 特定工事のうち、特定粉じんを多量に発生し、又は飛散させる原因となる特定建築材料とし

て政令で定めるものに係る特定粉じん排出等作業を伴うもの（届出対象特定工事）の発注者
又は自主施工者は、当該定粉じん排出等作業の開始の日の14日前までに、環境省令で定める
ところにより、都道府県知事に届け出なければならない。（新法第18条の17関係）

＜特定工事の発注者等の配慮等＞ （現行法でも規定あり）
 特定工事の発注者は、当該特定工事の元請業者に対し、施工方法、工期、工事費その他当

該特定工事の請負契約に関する事項について、作業基準の遵守を妨げるおそれのある条件
を付さないように配慮しなければならない。
（新法第18条の16第１項関係）

作業基準に沿って工事が適正になされるように発注者は配慮する義務がある。

発注者は、解体等工事を開始する14
日前までに都道府県知事へ届出

都道府県知事が届出の作業方法が作
業基準に適合しないと認める時は、
届出受理から14日以内に計画変更を
命じる



＜解体等工事に係る記録の保存＞
 解体等工事の元請業者は、環境省令で定めるところにより、事前調査に関する記録を作成

し、当該記録及び発注者に説明する際の書面の写しを保存しなければならない。
（新法第18条の15第３項関係）

 解体等工事の自主施工者は、当該解体等工事が特定工事に該当するか否かについて、事前
調査を行うとともに、当該調査に関する記録を作成し、これを保存しなければならない。

（新法第18条の15第４項関係）

【元請業者】
 事前調査の記録（新規則第16条の８）

• 解体等工事の元請業者の名称、調査終了年月日、調査方法、調査結果などの事項につい
て記録

• 解体等工事が終了した日から３年間保存するものとする。
 発注者への説明の書面の写し

• 解体等工事が終了した日から３年間保存するものとする。

＊記録の保存は電子でも可能とする。

 事前調査の結果の記録や発注者への説明書面の写しは、解体等工事の終
了後３年間保存する必要があります。



 建築物に係る事前調査は、「必要な知識を有する者」に実施させる必要があります。
（新規則第16条の５、令和２年環境省告示第76号）

施行：令和５年10月１日
※特定工作物に関しては、令和８年１月１日より、「必要な知識を有す

る者」による調査が必要となる

【必要な知識を有する者】
① 一般建築物石綿含有建材調査者（一般調査者）
② 特定建築物石綿含有建材調査者（特定調査者）
③ 一戸建て等石綿含有建材調査者（一戸建て等調査者）

なお、令和４年９月30日までに（一社）日本アスベスト調査診断協会に登
録されている者も「必要な知識を有する者」として認められます。

※ ③は一戸建て住宅や共同住宅の住居の内部のみ実施可能です。
※ 義務付け適用前であっても、可能な限り「必要な知識を有する者」に実施させてくたさい。
※ 事前調査は、現時点でも行う必要があります。



「必要な知識を有する者」になるには…
登録講習機関が実施する講習を受講し、修了する必要があります。

※ 申込方法や他の講習については、講習実施機関へ問い合わせてください。

【参照】石綿総合情報ポータルサイト
https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/course/

○建設業労働災害防止協会 広島県支部
○中央労働災害防止協会 中四国安全衛生サービスセンター
○一般財団法人 日本環境衛生センター



＜解体等工事に係る調査及び説明等＞
 解体等工事の元請業者又は自主施工者は、調査を行ったときは、遅滞なく、当該調査の結

果を都道府県知事に報告しなければならない※。（新法第18条の15第６項関係）

 報告の対象（新規則第16条の11第１項）

施行 令和４年４月１日

解体工事
床面積合計80m2以上

建築物の改造・補修工事
請負代金合計100万円以上
（材料費・消費税を含む。）

工作物※の解体・改造等工事
請負代金合計100万円以上
（材料費・消費税を含む。）

 事前調査結果の報告対象工作物（令和２年環境省告示第77号）
・反応槽
・加熱炉
・ボイラー及び圧力容器
・配管設備（建築物に設ける給水設備等を除く）
・焼却設備
・煙突（建築物に設ける排煙設備等の建築設備を除く）
・貯蔵設備（穀物を貯蔵するための設備を除く）
・発電設備（太陽光発電設備及び風力発電設備を除く）
・変電設備
・配電設備
・送電設備（ケーブルを含む）

※環境大臣が定めるものに限る

・トンネルの天井板
・プラットホームの上家
・遮音壁
・軽量盛土保護パネル
・鉄道の駅の地下式構造部分の壁

及び天井板
・観光用エレベーターの昇降路の

囲い（令和５年10月～ ）



＜解体等工事に係る調査及び説明等＞
 解体等工事の元請業者又は自主施工者は、調査を行ったときは、遅滞なく、当該調査の結

果を都道府県知事に報告しなければならない※。（新法第18条の15第６項関係）

 報告の内容（新規則第16条の11第２項）
都道府県等が事前調査が適切に行われたか判断できるよう、事前調査の方法及び結果の

ほか、建築物等の構造、使用されている建築材料の種類など。

 報告の方法（新規則第16条の11第４項）
• 都道府県等が建築物等の解体等工事に係る事前調査の結果を迅速かつ幅広く把握するた

め、厚生労働省と連携し、事前調査結果の報告に係る電子システムを新たに整備。
• 原則として電子による報告とする。建築物に係る報告件数は膨大な数になると考えられ

ることから、一度入力した内容の自動入力やスマートフォン等からの入力を可能とするな
ど、利便性に配慮。

電子システム
⼊⼒

控え 都道府県等

石綿障害予防規則
【厚⽣労働省】

大気汚染防止法
【環境省】

報告

労働基準監督署

報告

事業者

コネクテッド・ワンストップ
（複数の手続がどこからでも一か所で実現）

※令和４年４月１日から適用



※レベル３建材の特定工事でも作業計画を定める必要がある

＜特定粉じん排出等作業の作業基準＞
 特定粉じん排出等作業に係る作業基準は、特定粉じんの種類、特定建築材料の種類及び特

定粉じんの排出等作業の種類ごとに、特定粉じん排出等作業の方法に関する基準として、
環境省令で定める。

（新法第18条の14関係）＜作業基準＞
特定工事の元請業者又は自主施工者は、当該特定工事における特定粉じん排出作業の開始前に、
次に掲げる事項を記録した当該特定粉じん排出等作業の計画を作成し、当該計画に基づき当該
特定粉じん排出等作業を行うこと。 （新規則第16条の４）

 特定粉じん排出等作業の計画で定める事項
イ 特定工事の発注者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
ロ 特定工事の場所
ハ 特定粉じん排出等作業の種類
ニ 特定粉じん排出等作業の実施の期間
ホ 特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の部分における特定建築材料の種類並びに

その使用箇所及び使用面積
へ 特定粉じん排出等作業の方法
ト 第10条の４第２項各号に掲げる事項

・特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の概要、配置図及び付近の状況
・特定粉じん排出等作業の工程を明示した特定工事の工程の概要
・特定工事の元請業者又は自主施工者の現場責任者の氏名及び連絡場所
・下請負人が特定粉じん排出等作業を実施する場合の当該下請負人の現場責任者の

氏名及び連絡場所



石綿含有成形板等又は石綿含有仕上塗材について作業基準を新設（新規則第16条の４第６号）

①石綿含有成形板等（新規則別表第７ ４の項に規定）
次に掲げる事項を遵守して作業の対象となる建築物等に使⽤されている特定建築材料を除去するか、

又はこれと同等以上の効果を有する措置を講じること。
イ 特定建築材料を、切断、破砕等することなくそのまま建築物等から取り外すこと。
ロ イの⽅法により特定建築材料（ハに規定するものを除く。）を除去することが技術上著しく困難なとき
又は一部除去の場合など改造・補修作業の性質上適しないときは、除去する特定建築材料を薬液等に
より湿潤化すること。

ハ 石綿含有けい酸カルシウム板第１種にあっては、イの⽅法により除去することが技術上著しく困難な
とき又は一部除去の場合など改造・補修作業の性質上適しないときは、次に掲げる措置を講ずること。
(1) 当該特定建築材料の除去を⾏う部分の周辺を事前に養⽣※1すること。
(2) 当該特定建築材料を薬液等により湿潤化すること。

ニ 当該特定建築材料の除去後、作業場内の清掃その他の特定粉じんの処理を⾏うこと。この場合に
おいて、ハの規定により養⽣を⾏ったときは、当該養⽣を解く前に清掃を⾏うこと。

湿潤化の例（散水）原形のまま取り外す例 作業の状況（養生内で湿潤化後手作業で除去）

※1 作業場所をプラスチックシート等で囲うことを指し、負圧管理までは要しない。

＜特定粉じん排出等作業の作業基準＞



＜特定粉じん排出等作業の作業基準＞

②石綿含有仕上塗材（新規則別表第７ ３の項に規定）
次に掲げる事項を遵守して作業の対象となる建築物等に使⽤されている特定建築材料を除去するか、又
はこれと同等以上の効果を有する措置を講じること。
イ 除去する特定建築材料を薬液等により湿潤化すること。（ロの規定により特定建築材料を除去する
場合を除く。）

ロ 電気グラインダーその他の電動工具を⽤いて特定建築材料を除去するときは、次に掲げる措置を
講ずること。
(1) 特定建築材料の除去を⾏う部分の周辺を事前に養⽣※すること。
(2) 除去する特定建築材料を薬液等により湿潤化すること。

ハ 当該特定建築材料の除去後、作業場内の清掃その他の特定粉じんの処理を⾏うこと。この場合に
おいて、ロの規定により養⽣を⾏ったときは、当該養⽣を解く前に清掃を⾏うこと。

※ 作業場所をプラスチックシート等で囲うことを指し、負圧管理までは要しない。

集じんカバー付きディスクグライン
ダーの例

集じん装置付き高圧水洗機の例

出展：国立研究開発法人建築研究所 建築研究資料No.171

 その他、同等以上の効果を有する措置等「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿
飛散漏えい防止対策徹底マニュアル(令和３年３月)」を参照してください。



＜特定建築材料の除去等の方法＞
 届出対象特定工事の元請業者若しくは下請負人又は自主施工者は、当該届出対象特定工事に

おいて、政令で定める特定建築材料に係る特定粉じん排出等作業について、次のいずれかに
掲げる措置（二に掲げる措置にあっては、建築物等を改造し、又は補修する場合に限る。）
をそのそれぞれに定める方法により行わなければならない。ただし、建築物等が倒壊するお
それがあるときその他次のいずれかに掲げる措置をそのそれぞれに定める方法により、行う
ことが技術上著しく困難な場合は、この限りでない。 （新法第18条の19関係）

 レベル１・２建材に係る工事（届出対象特定工事）について、除去等の措置を各措置につい
てそれぞれ定める方法により行わなかった者に対して直接罰を設ける。

●直接罰が適用になるのは、以下の方法により行わなかった場合

そのまま取り外す方法 隔離＋集じん・排気装置を使用する方法

隔離＋集じん・排気装置を使用する方法に準じる方法

（例）グローブバッグ
工法

封じ込め又は囲い込み
画像出典：国交省HP

ｾｷｭﾘﾃｨﾙｰﾑ 隔離養生 集じん排気装置

封じ込め 囲い込み



 建築物等が倒壊のおそれがあるなど直接罰の対象から除外される場合に該当するか否かは、
届出者（発注者等）が届出書に該当する理由を記載することにより、都道府県等が判断。該
当しないと判断したときは、除去等の措置を各措置についてそれぞれ定める方法で行うこと
を命ずるものとする。（新法第18条の18第１項関係）

＜特定建築材料の除去等の方法＞
 届出対象特定工事の元請業者若しくは下請負人又は自主施工者は、当該届出対象特定工事に

おいて、政令で定める特定建築材料に係る特定粉じん排出等作業について、次のいずれかに
掲げる措置（二に掲げる措置にあっては、建築物等を改造し、又は補修する場合に限る。）
をそのそれぞれに定める方法により行わなければならない。ただし、建築物等が倒壊するお
それがあるときその他次のいずれかに掲げる措置をそのそれぞれに定める方法により、行う
ことが技術上著しく困難な場合は、この限りでない。（新法第18条の19関係）

 集じん・排気装置（新規則第16条の13）

新法第18条の19第１号ロの環境省令で定める集じん・排気装置は、日本産業規格

Z8122に定めるHEPAフィルタを付けたものとする。

 被覆・固着する方法：囲い込み又は封じ込め（板状の物等で覆って密閉すること、薬液等の
散布により表面を固化すること等）を行う方法とする。ただし、以下の
作業を行う場合は、隔離し、HEPAフィルタを付けた集じん・排気装置
を使用する方法とする。
・吹付け石綿の囲い込み又は石綿含有断熱材等の囲い込み・封じ込め

（切断・破砕等を伴うものに限る。）
・吹付け石綿の封じ込め（新規則第16条の15）

 囲い込み・封じ込めに係る作業基準：新規則別表第７の１の項下欄イからトまでに掲げる事項
＊特定建築材料を掻き落とし、切断、又は破砕の方法で除去する場合と同じ基準



＜特定粉じん排出等作業中の石綿漏えいの有無の確認＞
 都道府県等においては、条例により特定粉じん排出等作業中の大気濃度の測定を施工者に義

務付けている場合があるほか、立入検査時に都道府県等が測定を行う場合もあるところ、都
道府県等による測定では、集じん・排気装置の不適切な管理、作業員の隔離場所からの出入
りの際の不適切な行動等、作業基準の遵守の不徹底による石綿の飛散が明らかになった事例
が散見される。

 そのため、集じん・排気装置の排気口における粉じんを迅速に測定できる機器を用いた、集
じん・排気装置の正常な稼働の確認の頻度を増やすとともに、前室における負圧の状況の確
認も頻度を増やすことにより、隔離場所からの石綿の漏えい防止の強化を図るべきである。

（中央環境審議会答申「今後の石綿飛散防止の在り方について（答申）」）

現行の作業基準に以下の下線部を追加し、それぞれの確認の頻度を増やす。
負圧の状況の確認（新規則別表第７ １の項）

ニ 特定建築材料の除去を行う日の当該除去の開始前及び中断時に、作業場及び前室が負圧に
保たれていることを確認し、異常が認められた場合は、集じん・排気装置の補修その他の
必要な措置を講ずること。
＊定期的に行われる数時間毎の休憩時や作業の中断時、当日の作業終了時など

集じん・排気装置の正常な稼働の確認（新規則別表第７ １の項）
ヘ （前略）隔離を行った作業場において初めて特定建築材料の除去を行う日の当該除去の

開始後速やかに、及び除去の開始後に集じん・排気装置を使用する場所を変更した場合、
集じん・排気装置に付けたフィルタを交換した場合その他必要がある場合に随時、使用す
る集じん・排気装置の排気において、粉じんを迅速に測定できる機器を用いることにより
集じん・排気装置が正常に稼働することを確認し、異常が認められた場合は、直ちに除去
を中止し、集じん・排気装置の補修その他の必要な措置を講ずること。



＜作業基準の遵守義務等＞
 特定工事の元請業者若しくは下請負人又は自主施工者は、当該特定工事における特定粉じ

ん排出等作業について、作業基準を遵守しなければならない。（新法第18条の20関係）
 都道府県知事は、特定工事の元請業者若しくは下請負人又は自主施工者が当該特定工事に

おける特定粉じん排出等作業について作業基準を遵守していないと認めるときは、その者
に対し、期限を定めて当該特定粉じん排出等作業について作業基準に従うべきことを命じ、
又は当該特定粉じん排出等作業の一時停止を命ずることができる。

（新法第18条の21関係）

 下請負人の作業基準遵守義務等の対象への追加に伴い、下請負人が適切に作業を行えるよ
う下請契約時の工事費等に関する配慮や作業方法の説明に関する規定を整備。

（新法第18条の16第２項及び第３項関係）
＊下請負人への説明事項：作業の種類、実施期間、作業の方法、工程の概要など

（新規則第16条の12）
 特定工事の元請業者による下請負人の指導について規定（新法第18条の22関係）

 元請業者は、適切に下請負人の指導を行わない場合、作業基準適合命令等の対象となり得
る。



＜特定粉じん排出等作業の結果の報告等＞
 特定工事の元請業者は、当該特定工事における特定粉じん排出等作業が完了したときは、

その結果を遅滞なく当該特定工事の発注者に書面で報告するとともに、当該特定粉じん排
出等作業に関する記録を作成し、当該記録及び当該書面の写しを保存しなければならない。

（新法第18条の23第１項関係）

 作業完了の確認を適切に行うために必要な知識を有する者に、当該確認を目視により行わ
せることを義務付け。（新規則第16条の４第５号）

＊作業完了の確認を適切に行うために知識を有する者：事前調査を行わせる者又は石綿作
業主任者

 清掃：作業基準において特定建築材料除去後、作業場の隔離又は養生を解く前に、清掃の
実施の義務づけを明確化（新規則別表第７の１～２、4～６の項）

 隔離を解く際の確認：一般大気中への飛散のおそれがないことの確認を義務づけ
（新規則別表第７の１、６の項）

 発注者への報告事項：作業完了年月日、作業実施状況の概要、完了の確認を行った者の氏
名等 （新規則第16条の16第１項）

 作業記録及び発注者への報告書面の写しの保存期間：特定工事が終了した日から３年間
（新規則第16条の16第２項）

 作業中の記録：負圧の状況の確認、集じん・排気装置の正常の確認等について記録し、特
定工事が終了するまでの間保存（新規則第16条の４第３号）

高性能真空掃除機を用いた作業場内の仕上げ清掃 養生シートの撤去隔離・養生シートへの粉じん飛散防止剤の散布



（参考） 石綿含有建材の除去作業が適切に終了したことの確認のイメージ

石綿含有建材除去作業中 石綿含有建材除去作業後

チェック
リスト

現地写真

事前調査
の結果

チェック
リストなど

現地写真

確認

発注者

報告

作業完了
結果

○ 実際に除去作業を行う者が、
作業中の飛散防止措置等を記
録し、工事終了まで保存

○ 写しを現場に備え置き・現場に掲示

○ 除去作業終了後
に元請業者が確認

○ 隔離解除前、元請業
者が事前調査を行わせ
る者又は石綿作業主任
者に確認を依頼

事前調査
の結果

隔
離
が
あ
る
場
合
は
、
隔
離
解
除

作業完了
結果

元請業者 自主施工者

確認

○ 元請業者が計画
に基づき適正に行
われていることを
確認

作業計画

○ 自主施工者は
自ら確認・記録

○自主施工者は自ら実施

○ 元請業者は、作業完了
結果を発注者へ報告

○ 元請業者及び自主施工
者は、作業完了結果を作
業終了日から３年間保存

（新規則第16条の４第３号）

（新規則第16条の４第４号）

（新法第18条の15第５項）

（新規則第16条の４第４号）

（新規則第16条の４第５号）

（新法第18条の23第１項及び第２項）
（新規則第16条の16第１項及び第２項、

第16条の17）

（新規則第16条の４第３号）



＜国及び地方公共団体の施策＞
 国は、建築物等に特定建築材料が使用されているか否かを把握するために必要な情報の収集、

整理及び提供その他の特定工事等に伴う特定粉じんの排出又は飛散の抑制に関する施策の実施
に努めなければならない。 （新法第18条の24関係）

 地方公共団体は、建築物等の所有者、管理者又は占有者に対し、特定建築材料及び建築物等に
特定建築材料が使用されているか否かの把握に関する知識の普及を図るよう努めるとともに、
国の施策と相まって、当該地域の実情に応じ、特定工事等に伴う特定粉じんの排出又は飛散を
抑制するよう必要な措置を講ずることに努めなければならない（新法第18条の25関係）

＜報告及び検査の対象の追加＞
 環境大臣又は都道府県知事による報告徴収の対象に下請負人を、立入検査の対象に解体等

工事の元請業者、自主施工者又は下請負人の営業所、事務所その他の事業場を加える。
（新法第26条第１項関係）

＜災害時における石綿飛散状況＞

阪神淡路大震災や東日本大震災時においては
解体・改修工事現場付近における石綿繊維数
濃度が1本/Lを超過した事例が確認されている。

出典）「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル（改訂版）」
（平成29年９月環境省水・大気環境局大気環境課）

東日本大震災において建物破損後、露出した吹付け石綿（赤矢印の箇所）

 災害時に備え、国や都道府県等は、情報の提供や知識の普及等により、建築物等の所有者
等による平時からの建築物等への特定建築材料の使用状況の把握を後押し。

 国の施策：把握のための情報源や把握の手法について情報提供。地方公共団体の体制づく
りのためのモデル事業を実施。

 地方公共団体の施策：把握のための情報の収集・整理や災害時の活用

 新たに各種記録の保存を義務付けるにあたり、事業者の事務所等へも立入検査ができ
るよう都道府県等による立入検査の対象を拡大。



＜罰則＞
 所要の罰則規定を置く。 （新法第34条第３号及び第35条第４号関係）

＜施行期日等＞
 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、事前調査結果の報告に関する規定は、公布の日から起算して２年を超え
ない範囲内において政令で定める日から施行する。
（改正法附則第１条関係）

 政府は、この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律による改正後の規定に
ついて、その施行の状況を勘案しつつ検討を加え、必要があると認めるときは、その結果
に基づいて所要の措置を講ずるものとする。
（改正法附則第５条関係）

 事前調査の結果の報告義務違反：30万円以下の罰金
 除去等の措置の義務違反：３月以下の懲役又は30万円以下の罰金

（参考）
作業基準適合命令等違反：６月以下の懲役又は50万円以下の罰金

 施行日は、令和３年４月１日。
ただし、事前調査結果の報告については、電子システムの構築に要する期間を踏まえ、

令和４年４月１日施行。

（参考）
一定の知見を有する者による事前調査の義務付け：令和５年10月１日 施行



参考資料
・建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏洩え
い防止対策徹底マニュアル（厚生労働省・環境省）
https://www.env.go.jp/air/asbestos/post_71.html
・目で見るアスベスト建材（国土交通省）
https://www.mlit.go.jp/kisha/kisha08/01/010425_3_.html
・大気汚染防止法・広島県生活環境の保全等に関する条例（大
気関係）の概要（別冊：特定粉じん（石綿）関係法令編）

（広島県環境保全課）
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/eco/e-e1-gaiyo-gaiyo01.html
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関連情報（HP）
【大気汚染防止法の改正について】
（環境省HP）
http://www.env.go.jp/air/post_48.html
（県HP）
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/eco/r02asbesuto-
kaisei.html

ホームページにも関連情報を掲載しています。



Ⅱ．建築物の所有者・管理者等の責務
（フロン）



フロン排出抑制法による規制強化について



建物解体時等のフロン排出抑制法による規制について



関連情報（HP）

【フロン法の改正について】
（環境省HP）
https://www.env.go.jp/earth/earth/24.html
（県HP）
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/46/r020401kaiseifuron
.html

随時、情報を更新していますのでご確認ください。



https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/eco/

終


